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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　医療デバイスであって、
　第１の円筒状部材と第２の円筒状部材とを含むカテーテルであって、
　　前記第１の円筒状部材は第１のルーメンを規定し、前記第１の円筒状部材は近位端お
よび遠位端を有し、前記カテーテルは、前記近位端の流体源からの流体を前記第１のルー
メンを通して前記遠位端の中空金属構造の空洞に送達させるような寸法にされており、
　　前記第２の円筒状部材は、誘導部材またはガイドワイヤの通過を可能にするような寸
法にされた第２のルーメンを規定している、カテーテルと、
　近位首部と遠位首部とを備え、前記カテーテルに取り付けられた圧縮状態の中空金属構
造であって、前記中空金属構造は、拡張状態において、一般的に円筒形状をとり、且つ単
一のローブを含み、前記単一のローブは壁を有し、前記壁は、空洞を規定する内面と外面
とを含み、前記壁内の開口部により、前記第１のルーメンから前記空洞内への流体移動が
可能になり、前記中空金属構造の前記空洞と前記カテーテルの前記第１のルーメンとは流
体接続されており、流体が前記カテーテルから圧縮状態の前記中空金属構造の前記空洞内
へと移動することにより、前記中空金属構造が拡張する、中空金属構造と、
を含む、医療デバイス。
【請求項２】
　第１のルーメンを規定する前記第１の円筒状部材と、第２のルーメンを規定する前記第
２の円筒状部材とが、同一の円筒状部材およびルーメンである、請求項１に記載の医療デ
バイス。
【請求項３】
　前記中空金属構造が金を含む、請求項１に記載の医療デバイス。
【請求項４】
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　前記中空金属構造の前記壁の一部は、電鋳法によって形成されて成る、請求項１に記載
の医療デバイス。
【請求項５】
　前記中空金属構造の首部は、本体と異なる方法によって形成されて成る、請求項１に記
載の医療デバイス。
【請求項６】
　前記中空金属構造は、拡張時直径が約２ｍｍ～約３０ｍｍ、拡張時長さが約５ｍｍ～約
６０ｍｍ、壁厚さが約５μｍ～約２０μｍである、請求項１に記載の医療デバイス。
【請求項７】
　前記中空金属構造の前記近位首部と前記遠位首部の両方が、前記中空金属構造の本体か
ら離隔方向に突出している、請求項１に記載の医療デバイス。
【請求項８】
　前記中空金属構造の前記壁のうち、前記カテーテルに取り付けられる位置の近隣の部分
は、前記中空金属構造の前記本体よりも肉厚である、請求項１に記載の医療デバイス。
【請求項９】
　前記金属構造の前記外面は微小突起を含む、請求項１に記載の医療デバイス。
【請求項１０】
　前記中空金属構造は、折り畳まれて１つ以上のプリーツを形成した後に圧縮され、前記
プリーツは前記カテーテルの少なくとも一部に対して圧縮される、請求項１に記載の医療
デバイス。
【請求項１１】
　圧縮状態の前記中空金属構造は、前記中空金属構造の前記空洞内に、５気圧未満の圧力
で、水または生理食塩水を含む流体を注入することにより、拡張可能である、請求項１に
記載の医療デバイス。
【請求項１２】
　前記中空金属構造と前記カテーテルは、接着ボンド、半田または溶接を用いずに摩擦に
よって連結される、請求項１に記載の医療デバイス。
【請求項１３】
　拡張状態の前記中空金属構造と前記カテーテルは、前記拡張状態の中空金属構造を所定
位置に保持しながら前記カテーテルを引き抜くことにより、引き離すことが可能である、
請求項１２に記載の医療デバイス。
【請求項１４】
　前記中空金属構造は、接着剤、のり、または溶接によって前記カテーテルに取り付けら
れており、
　前記デバイスは、前記カテーテルと拡張状態の前記中空金属構造とを分離できるように
構成される、請求項１に記載の医療デバイス。
【請求項１５】
　前記医療デバイスは、前記カテーテルの少なくとも近位端から前記カテーテルの少なく
とも遠位端まで前記カテーテルの長手軸に沿って伸びる電流搬送用の絶縁された導電性ワ
イヤを含み、
　前記中空金属構造がヒト患者内にあるときに、前記導電性ワイヤ中の電気通過により、
前記中空金属構造の前記近位首部の一部を電解方法で溶解させて、拡張状態の前記中空金
属構造と前記カテーテルとを分離可能である、請求項１に記載の医療デバイス。
【請求項１６】
　前記中空金属構造の前記近位首部の溶解可能な前記一部が、露出状態の導電材料の細長
片を含む、請求項１５に記載の医療デバイス。
【請求項１７】
　前記医療デバイスには、前記中空金属構造と前記カテーテルの分離が起こるように設計
されている位置を特定するために、Ｘ線不透過性マーカーバンドまたはスポットが設けら
れている、請求項１に記載の医療デバイス。
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【請求項１８】
　前記中空金属構造の前記首部は、閉鎖されて前記カテーテルからの分離後にシールを形
成するように、構成されている、請求項１に記載の医療デバイス。
【請求項１９】
　前記中空金属構造は、前記カテーテルを患者から除去した後に、拡張状態の前記中空金
属構造の前記外面のうち少なくとも５０％が嚢状瘤の内膜表面と接触するように、動脈ま
たは静脈の嚢状瘤内への移植用に構成されている、請求項１に記載の医療デバイス。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１１３】
　本発明のデバイスおよび方法は、多様な実施形態の形態において採用することが可能で
あり、そのうち数例のみを上記において例示および記載してきたことが理解される。本明
細書中の開示は、その意図または本質的特徴から逸脱することなく、他の特定の形態とし
て具現化することが可能である。記載の実施形態は、全ての局面において限定的なものと
してではなく例示的なもののみとしてみなされるべきであり、よって、本発明の範囲は、
上記の記載によって示されるのではなく、添付の特許請求の範囲によって示される。特許
請求の範囲の均等な意味および範囲内に収まる全ての変更は、その範囲内に包含されるべ
きものである。
　本明細書の開示内容は、以下の態様を含み得る。
（態様１）
　医療デバイスであって、
　カテーテルと、
　前記カテーテルに取り付けられた圧縮状態の中空金属構造であって、前記金属構造は、
拡張状態において単一のローブを含み、前記単一のローブは壁を有し、前記壁は、空洞を
規定する内面と外面とを含み、前記壁内の開口部により、前記空洞内への流体移動が可能
になり、前記中空金属構造の前記空洞と前記カテーテルのルーメンとは流体接続可能であ
り、前記カテーテルから流体が前記中空金属構造の前記空洞内へと移動すると、前記中空
金属構造が拡張する、中空金属構造と、
を含む、医療デバイス。
（態様２）
　前記拡張状態の金属構造の形態は円筒型であり、平坦または曲線状の対向端部を備える
、態様１に記載の医療デバイス。
（態様３）
　前記金属構造の前記壁は、金、白金、銀、これらの合金およびこれらの組み合わせから
なる群から選択された材料を含む、態様１に記載の医療デバイス。
（態様４）
　前記金属構造の拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様１に記載の医療デバイ
ス。
（態様５）
　前記金属構造の拡張時長さは約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様１に記載の医療デバイ
ス。
（態様６）
　前記金属構造の壁厚さは約３μｍ～約１８０μｍである、態様１に記載の医療デバイス
。
（態様７）
　前記金属構造の壁は、外側層を含む、態様１に記載の医療デバイス。
（態様８）
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　前記外側層は、多孔性外側層を形成するための多孔性材料を含む、態様７に記載の医療
デバイス。
（態様９）
　前記多孔性外側層の厚さは、約１μｍ～約１７７μｍである、態様８に記載の医療デバ
イス。
（態様１０）
　前記多孔性外側層は、直径が約０．０１μｍ～約１００μｍである複数の孔を含む、態
様８に記載の医療デバイス。
（態様１１）
　前記多孔性外側層は、金、白金、銀、これらの合金およびこれらの組み合わせからなる
群から選択された材料を含む、態様８に記載の医療デバイス。
（態様１２）
　前記多孔性外側層は、薬剤、薬理活性分子、薬学的組成およびこれらの組み合わせから
なる群から選択された組成を含む、態様８に記載の医療デバイス。
（態様１３）
　前記多孔性外側層は、トロンビン、血小板由来成長因子、エチオドール、ソトラデコー
ルおよびこれらの組み合わせからなる群から選択された組成を含む、態様１２に記載の医
療デバイス。
（態様１４）
　前記外側層は、ポリマー、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラストマー、繊維材料
およびこれらの組み合わせを含む、態様７に記載の医療デバイス。
（態様１５）
　前記外側層はパリレン（登録商標）を含む、態様１４に記載の医療デバイス。
（態様１６）
　前記金属構造の壁は、前記内面上に配置された内側層を含む、態様１に記載の医療デバ
イス。
（態様１７）
　前記内側層は、ポリマー、プラスチック、ゴム、金属、繊維材料、ラテックス、エラス
トマーおよびこれらの組み合わせからなる群から選択された材料を含む、態様１６に記載
の医療デバイス。
（態様１８）
　前記金属構造の壁は、パリレン（登録商標）を含む内側層を含む、態様１７に記載の医
療デバイス。
（態様１９）
　前記内側層の厚さは約０．０１μｍ～約１７７μｍである、態様１６に記載の医療デバ
イス。
（態様２０）
　前記金属構造の壁は多孔性外側層と、前記内面上に配置された内側層とを含み、前記多
孔性外側層は前記外面上に配置され、前記多孔性外側層は、金、白金、銀、これらの合金
およびこれらの組み合わせを含む群から選択された組成を含み、前記内側層はパリレン（
登録商標）を含む、態様１に記載の医療デバイス。
（態様２１）
　前記金属構造の壁は、パリレン（登録商標）を含む前記外面上に配置された外側層と、
パリレン（登録商標）を含む前記内面上に配置された内側層とを含む、態様１に記載の医
療デバイス。
（態様２２）
　前記金属構造は、開口部を規定する首部を有する、態様１に記載の医療デバイス。
（態様２３）
　前記首部の壁厚さは約３μｍ～約１８０μｍである、態様２２に記載の医療デバイス。
（態様２４）
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　前記首部の長さは０．５ｍｍ～６０ｍｍである、態様２２に記載の医療デバイス。
（態様２５）
　前記首部は、直径が約０．２５ｍｍ～約２ｍｍである開口部を規定し、これにより、前
記開口部により、前記金属構造の前記空洞内への流体移動が可能となる、態様２２に記載
の医療デバイス。
（態様２６）
　前記首部は、前記金属構造の前記空洞内へ延びるかまたは前記金属構造から離隔方向に
延び得る、態様２２に記載の医療デバイス。
（態様２７）
　前記金属構造は、折り畳まれて１つ以上のプリーツを形成した後、圧縮される、態様１
に記載の医療デバイス。
（態様２８）
　前記金属構造は、ヒト患者内において少なくとも部分的に拡張される、態様１に記載の
医療デバイス。
（態様２９）
　前記金属構造の内壁によって規定された前記空洞は、前記内壁と接触する材料によって
少なくとも部分的に充填される、態様２８に記載の医療デバイス。
（態様３０）
　前記充填材料は、流体、液体、気体、固体またはこれらの組み合わせからなる群から選
択される、態様２９に記載の医療デバイス。
（態様３１）
　前記金属構造の前記内壁によって規定された前記空洞は、支持構造によって少なくとも
部分的に充填される、態様２８～３０のいずれか１項に記載の医療デバイス。
（態様３２）
　前記支持構造は、金属コイルもしくはワイヤ、ポリマーコイルもしくはワイヤ、金属も
しくはポリマー性の伸張性構造、ビーズ、ボール、ミクロスフェア、ラジアル拡張可能な
材料、またはこれらの組み合わせからなる群から選択される、態様３１に記載の医療デバ
イス。
（態様３３）
　前記金属構造の外面は複数の突起を含み、前記複数の突起は直線状または分岐状である
、態様１に記載の医療デバイス。
（態様３４）
　前記突起の長さは０．０１μｍ～約１５７μｍである、態様３３に記載の医療デバイス
。
（態様３５）
　前記突起はニチノールまたは繊維を含む、態様３３に記載の医療デバイス。
（態様３６）
　前記カテーテルは、
　ルーメンを規定する円筒状部材であって、前記円筒状部材は近位および遠位端を有し、
前記カテーテルは、前記近位端にある流体源からの流体を前記遠位端にある前記金属構造
の前記空洞内へと送達させるような寸法にされる、円筒状部材、
を含む、態様１に記載の医療デバイス。
（態様３７）
　前記カテーテルは第２の円筒状部材を含み、前記第２の円筒状部材はルーメンを規定し
、前記ルーメンは、誘導部材またはガイドワイヤの通過を可能にするような寸法にされる
、態様３６に記載の医療デバイス。
（態様３８）
　前記カテーテルは、誘導部材またはガイドワイヤの通過を可能にするような寸法にされ
たルーメンを規定する円筒状部材を含まない、態様３６に記載の医療デバイス。
（態様３９）
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　前記カテーテルの壁は、ナイロン、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリウレタン、ま
たはテフロンおよびこれらの組み合わせからなる群から選択された材料を含む、態様３６
に記載の医療デバイス。
（態様４０）
　前記カテーテルの壁は、１つ以上の金属コイル、金属ブレードまたはこれらの組み合わ
せを含む、態様３９に記載の医療デバイス。
（態様４１）
　前記金属コイル、金属ブレードまたはこれらの組み合わせは、ステンレススチールまた
はニチノールを含む、態様４０に記載の医療デバイス。
（態様４２）
　前記カテーテルのルーメンは、前記カテーテルの前記近位端にある流体源からの流体が
前記遠位端にある前記金属構造の前記空洞内へと移動することを可能にするように構成さ
れ、栓塞子またはマンドレルを含むかまたは前記栓塞子またはマンドレルに合わせた寸法
にされる、態様３６に記載の医療デバイス。
（態様４３）
　前記栓塞子またはマンドレルはワイヤである、態様４２に記載の医療デバイス。
（態様４４）
　前記金属構造は、前記カテーテルの前記栓塞子またはマンドレルのうち少なくとも一部
へと圧縮される、態様４２に記載の医療デバイス。
（態様４５）
　前記金属構造は、前記カテーテルのうち少なくとも一部へと圧縮される、態様１に記載
の医療デバイス。
（態様４６）
　前記医療デバイスはコンポーネントを含み、前記コンポーネントは、前記カテーテルお
よび前記拡張状態の金属構造を分離させるように構成される、態様１に記載の医療デバイ
ス。
（態様４７）
　前記コンポーネントは、電解による前記金属構造の一部の溶解によって分離を発生させ
るように構成される、態様４６に記載の医療デバイス。
（態様４８）
　前記金属構造の首部の一部が溶解される、態様４７に記載の医療デバイス。
（態様４９）
　前記コンポーネントは、前記金属構造と前記カテーテルとの間の溶接または半田のうち
少なくとも一部を電解方法によって溶解させることにより、分離を発生させるように構成
される、態様４６に記載の医療デバイス。
（態様５０）
　前記コンポーネントは、前記拡張状態の金属構造のうち一部を切断または破断すること
により分離を発生させるように構成される、態様４６に記載の医療デバイス。
（態様５１）
　前記金属構造の首部の一部は切断または破断される、態様５０に記載の医療デバイス。
（態様５２）
　前記コンポーネントは、前記金属構造と前記カテーテルとの間の接着ボンドを加熱およ
び溶融させることにより分離を発生させるように構成される、態様４６に記載の医療デバ
イス。
（態様５３）
　前記金属構造は、前記カテーテルの前記遠位部分へ摩擦保持される、態様１に記載の医
療デバイス。
（態様５４）
　前記カテーテル中に真空が存在する、態様５３に記載の医療デバイス。
（態様５５）
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　前記金属構造は、弾性スリーブまたはラップによって前記カテーテルの前記遠位部分へ
と保持される、態様５３に記載の医療デバイス。
（態様５６）
　前記金属構造は、弾性スリーブまたはラップによって前記カテーテルの前記遠位部分へ
と保持され、前記カテーテル中に真空が存在する、態様５３に記載の医療デバイス。
（態様５７）
　前記医療デバイスは、必要としているヒト患者内において前記金属構造を拡張させるこ
とが可能なように構成され、前記金属構造の拡張後に前記カテーテルおよび前記金属構造
を引き離すことが可能なようにさらに構成される、態様５３～５６のいずれか１項に記載
の医療デバイス。
（態様５８）
　前記金属構造は、接着剤またはのりによって前記カテーテルへ取り付けられる、態様１
に記載の医療デバイス。
（態様５９）
　前記医療デバイスは、コンポーネントをさらに含み、前記コンポーネントは、前記金属
構造の一部を電解方法によって溶解させることにより前記カテーテルおよび前記拡張状態
の金属構造を分離させるように、構成される、態様５８に記載の医療デバイス。
（態様６０）
　前記金属構造の首部の一部が溶解される、態様５９に記載の医療デバイス。
（態様６１）
　前記医療デバイスは、電流を伝送するための絶縁された導電体ワイヤをさらに含み、前
記絶縁された導電体ワイヤは、少なくとも前記カテーテルの近位端から少なくとも前記カ
テーテルの遠位端へと、前記カテーテルの長手方向軸に沿って延びる、態様５８～６０の
いずれか１項に記載の医療デバイス。
（態様６２）
　前記絶縁された導電体ワイヤは電解ワイヤである、態様６１に記載の医療デバイス。
（態様６３）
　前記絶縁された導電体ワイヤの一部は、前記カテーテルの壁内、前記カテーテルの外面
上または前記カテーテルのルーメン内に配置される、態様６１に記載の医療デバイス。
（態様６４）
　前記金属構造の外面は、絶縁性物質でコーティングされる、態様５９に記載の医療デバ
イス。
（態様６５）
　前記金属構造の内面は、絶縁性物質でコーティングされる、態様５９に記載の医療デバ
イス。
（態様６６）
　前記金属構造の内面および外面は、絶縁性物質でコーティングされる、態様５９に記載
の医療デバイス。
（態様６７）
　前記金属構造のうち少なくとも一部は、コーティングされていないかまたは非絶縁性で
ある、態様６４～６６のいずれか１項に記載の医療デバイス。
（態様６８）
　前記金属構造の首部のうち少なくとも一部は、コーティングされていないかまたは非絶
縁性である、態様６４～６６のいずれか１項に記載の医療デバイス。
（態様６９）
　前記医療デバイスは、コンポーネントをさらに含み、前記コンポーネントは、前記拡張
状態の金属構造のうち一部を切断または破断することにより前記カテーテルおよび前記拡
張状態の金属構造を分離させるように、構成される、態様５８に記載の医療デバイス。
（態様７０）
　前記金属構造の首部の一部は、切断または破断される、態様６９に記載の医療デバイス
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。
（態様７１）
　材料のループをさらに含む、態様５８および７０に記載の医療デバイス。
（態様７２）
　前記材料のループは、ワイヤ、ポリマーストランド、フィラメント、ストリング、スレ
ッドまたはスネアを含む、態様７１に記載の医療デバイス。
（態様７３）
　前記拡張状態の金属構造を切断するように構成された１つ以上の刃部をさらに含む、態
様５８および７０に記載の医療デバイス。
（態様７４）
　前記医療デバイスは、コンポーネントをさらに含み、前記コンポーネントは、前記金属
構造と前記カテーテルとの間の接着ボンドを加熱および溶融させることにより、前記カテ
ーテルおよび前記拡張状態の金属構造を分離させるように構成される、態様５８に記載の
医療デバイス。
（態様７５）
　電流を受容可能な抵抗発熱体をさらに含む、態様５８および７４に記載の医療デバイス
。
（態様７６）
　前記医療デバイスは、電流を伝送するための絶縁された導電体ワイヤをさらに含み、前
記絶縁された導電体ワイヤは、少なくとも前記カテーテルの近位端から少なくとも前記カ
テーテルの遠位端へと、前記カテーテルの長手方向軸に沿って延びる、態様７５に記載の
医療デバイス。
（態様７７）
　前記金属構造は、溶接または半田によって前記カテーテルへと取り付けられる、態様１
に記載の医療デバイス。
（態様７８）
　前記医療デバイスは、コンポーネントをさらに含み、前記コンポーネントは、前記金属
構造の一部を電解方法によって溶解させることにより前記カテーテルおよび前記拡張状態
の金属構造を分離させるように、構成される、態様７７に記載の医療デバイス。
（態様７９）
　前記金属構造の首部の一部が溶解される、態様７８に記載の医療デバイス。
（態様８０）
　前記医療デバイスは、コンポーネントをさらに含み、前記コンポーネントは、前記金属
構造と前記カテーテルとの間の溶接または半田のうち少なくとも一部を電解方法によって
溶解させることにより、前記カテーテルおよび前記拡張状態の金属構造を分離させるよう
に構成される、態様７７に記載の医療デバイス。
（態様８１）
　前記医療デバイスは、電流を伝送するための絶縁された導電体ワイヤをさらに含み、前
記絶縁された導電体ワイヤは、少なくとも前記カテーテルの近位端から少なくとも前記カ
テーテルの遠位端へと、前記カテーテルの長手方向軸に沿って延びる、態様７８～８０の
いずれか１項に記載の医療デバイス。
（態様８２）
　前記絶縁された導電体ワイヤは電解ワイヤである、態様８１に記載の医療デバイス。
（態様８３）
　前記絶縁された導電体ワイヤの一部は、前記カテーテルの壁内、前記カテーテルの外面
上または前記カテーテルのルーメン内に配置される、態様８１に記載の医療デバイス。
（態様８４）
　前記金属構造の外面は、絶縁性物質でコーティングされる、態様７８～８０のいずれか
１項に記載の医療デバイス。
（態様８５）
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　前記金属構造の内面は、絶縁性物質でコーティングされる、態様７８～８０のいずれか
１項に記載の医療デバイス。
（態様８６）
　前記金属構造の内面および外面は、絶縁性物質でコーティングされる、態様７８～８０
のいずれか１項に記載の医療デバイス。
（態様８７）
　前記溶接または半田のうち少なくとも一部は、コーティングされていないかまたは非絶
縁性である、態様７８～８０のいずれか１項に記載の医療デバイス。
（態様８８）
　前記金属構造の首部のうち少なくとも一部は、コーティングされていないかまたは非絶
縁性である、態様７８～８０のいずれか１項に記載の医療デバイス。
（態様８９）
　前記医療デバイスは、コンポーネントをさらに含み、前記コンポーネントは、前記拡張
状態の金属構造のうち一部を切断または破断することにより、前記カテーテルおよび前記
拡張状態の金属構造を分離させるように構成される、態様７７に記載の医療デバイス。
（態様９０）
　前記金属構造の首部の一部は切断または破断される、態様８９に記載の医療デバイス。
（態様９１）
　材料のループをさらに含む、態様７７および８９に記載の医療デバイス。
（態様９２）
　前記材料のループは、ワイヤ、ポリマーストランド、フィラメント、ストリング、スレ
ッドまたはスネアを含む、態様９１に記載の医療デバイス。
（態様９３）
　前記拡張状態の金属構造を切断するように構成された１つ以上の刃部をさらに含む、態
様７７および８９に記載の医療デバイス。
（態様９４）
　前記金属構造は、噛み合い部分の物理的結合によって前記カテーテルへ取り付けられる
、態様１に記載の医療デバイス。
（態様９５）
　前記医療デバイスは、コンポーネントをさらに含み、前記コンポーネントは、コンポー
ネントの作動により前記カテーテルおよび前記拡張状態の金属構造を分離させるように構
成される、態様９４に記載の医療デバイス。
（態様９６）
　前記医療デバイスは、クランプをさらに含み、前記クランプは、前記カテーテルと前記
金属構造との間の結合を分離させるように作動することが可能である、態様９４および９
５に記載の医療デバイス。
（態様９７）
　前記医療デバイスは、ワイヤ、ポリマーストランド、フィラメント、ストリング、スレ
ッドまたはスネアをさらに含み、前記ワイヤ、ポリマーストランド、フィラメント、スト
リング、スレッドまたはスネアを牽引することにより、前記金属構造と前記カテーテルと
の間の結合を分離するかまたは前記金属構造および前記カテーテルを引き離すことが可能
になる、態様９４および９５に記載の医療デバイス。
（態様９８）
　医療デバイスであって、
　圧縮状態の中空金属構造であって、前記中空金属構造は、拡張状態になったとき、単一
のローブを含み、前記金属構造は壁を有し、前記壁は、空洞を規定する内面と、外面とを
有し、前記壁内に規定された開口部により、前記圧縮状態の中空金属構造の空洞内への流
体移動が可能となる、中空金属構造と、
　ルーメンを規定する円筒状部材によって前記圧縮状態の中空金属構造へ取り付けられた
カテーテルであって、前記円筒状部材は近位および遠位端を有し、前記カテーテルは、前
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記近位端にある流体源からの流体を前記遠位端にある前記圧縮状態の中空金属構造の空洞
内へと送達するような寸法にされ、前記カテーテルからの流体が前記空洞内へと移動する
と、前記中空金属構造が拡張する、カテーテルと、
を含み、
　前記圧縮状態の中空金属構造および前記カテーテルは、接着ボンド、半田または溶接を
用いずに摩擦によって連結され、前記中空金属構造および前記カテーテルは、前記拡張状
態の中空金属構造および前記カテーテルを引き離すことが可能なように構成される、
医療デバイス。
（態様９９）
　前記拡張状態の金属構造の形態は円筒状であり、平坦または曲線状の対向端部を含む、
態様９８に記載の医療デバイス。
（態様１００）
　前記金属構造の拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様９８に記載の医療デバ
イス。
（態様１０１）
　前記金属構造の拡張時長さは約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様９８に記載の医療デバ
イス。
（態様１０２）
　前記金属構造の壁厚さは約３μｍ～約１８０μｍである、態様９８に記載の医療デバイ
ス。
（態様１０３）
　前記金属構造は、直径が約０．０１μｍ～約１００μｍである複数の孔を含む、態様９
８に記載の医療デバイス。
（態様１０４）
　前記金属構造は、長さが０．０１μｍ～約１７７μｍである複数の突起を含む外側層を
有する、態様９８に記載の医療デバイス。
（態様１０５）
　前記金属構造の壁は、前記内面上に配置された内側層を含み、前記内側層は、ポリマー
、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラストマー、繊維材料、パリレン（登録商標）お
よびこれらの組み合わせからなる群から選択された材料を含む、態様９８に記載の医療デ
バイス。
（態様１０６）
　前記金属構造は、開口部を規定する首部を有する、態様９８に記載の医療デバイス。
（態様１０７）
　前記金属構造の前記首部は、弾性スリーブまたはラップによって前記カテーテルの遠位
端へと固定される、態様１０６に記載の医療デバイス。
（態様１０８）
　前記カテーテルおよび前記拡張状態の中空金属構造を引き離すことにより、前記拡張状
態の金属構造および前記カテーテルを分離させることができる、態様９８および１０７に
記載の医療デバイス。
（態様１０９）
　医療デバイスであって、
　圧縮状態の中空金属構造であって、前記中空金属構造は、拡張状態になると、単一の、
ローブを含み、前記金属構造は壁を有し、前記壁は、空洞を規定する内面と、外面とを有
し、前記壁内に規定された開口部により、前記圧縮状態の中空金属構造の空洞内への流体
移動が可能になる、中空金属構造と、
　ルーメンを規定する円筒状部材によって前記圧縮状態の中空金属構造へ取り付けられた
カテーテルであって、前記円筒状部材は近位および遠位端を有し、前記カテーテルは、前
記近位端にある流体源からの流体を前記遠位端にある前記圧縮状態の中空金属構造の空洞
内へと送達するような寸法にされ、前記カテーテルからの流体が前記空洞内へと移動する
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と、前記中空金属構造が拡張する、カテーテルと、
　前記拡張状態の中空金属構造および前記カテーテルを分離させるように構成されたコン
ポーネントであって、前記コンポーネントが作動すると、前記拡張状態の中空金属構造の
うち一部が切断または破断され、その結果、前記拡張状態の中空金属構造と前記カテーテ
ルとが分離される、コンポーネントと、
を含む、医療デバイス。
（態様１１０）
　前記拡張状態の金属構造の形態は円筒状であり、平坦または曲線状の対向端部を備える
、態様１０９に記載の医療デバイス。
（態様１１１）
　前記金属構造の拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様１０９に記載の医療デ
バイス。
（態様１１２）
　前記金属構造の拡張時長さは約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様１０９に記載の医療デ
バイス。
（態様１１３）
　前記金属構造の壁厚さは、約３μｍ～約１８０μｍである、態様１０９に記載の医療デ
バイス。
（態様１１４）
　前記金属構造は、直径が０．０１μｍ～約１００μｍである複数の孔を含む外側層を有
する、態様１０９に記載の医療デバイス。
（態様１１５）
　前記金属構造は、長さが０．０１μｍ～約１７７μｍである複数の突起を備えた外側層
を有する、態様１０９に記載の医療デバイス。
（態様１１６）
　前記金属構造の壁は、前記内面上に配置された内側層を含み、前記内側層は、ポリマー
、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラストマー、繊維材料、パリレン（登録商標）お
よびこれらの組み合わせからなる群から選択された材料を含む、態様１０９に記載の医療
デバイス。
（態様１１７）
　前記中空金属構造は、開口部を規定する首部を有する、態様１０９に記載の医療デバイ
ス。
（態様１１８）
　前記金属構造の首部部分は、切断または破断される、態様１１７に記載の医療デバイス
。
（態様１１９）
　前記コンポーネントは材料のループである、態様１０９に記載の医療デバイス。
（態様１２０）
　前記材料のループは、ワイヤ、ポリマーストランド、フィラメント、ストリング、スレ
ッドまたはスネアを含む、態様１１９に記載の医療デバイス。
（態様１２１）
　前記コンポーネントは１つ以上の刃部を含む、態様１０９に記載の医療デバイス。
（態様１２２）
　医療デバイスであって、
　圧縮状態の中空金属構造であって、前記中空金属構造は、拡張状態になったとき、単一
のローブを含み、前記金属構造は壁を有し、前記壁は、空洞を規定する内面と、外面とを
有し、前記壁内に規定された開口部により、前記圧縮状態の中空金属構造の空洞内への流
体移動が可能となる、中空金属構造と、
　ルーメンを規定する円筒状部材によって前記圧縮状態の中空金属構造へ取り付けられた
カテーテルであって、前記円筒状部材は近位および遠位端を有し、前記カテーテルは、前
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記近位端にある流体源からの流体を前記遠位端にある前記圧縮状態の中空金属構造の空洞
へと送達するような寸法にされ、前記カテーテルからの流体が前記空洞内へと移動すると
、前記中空金属構造が拡張する、カテーテルと、
　前記拡張状態の中空金属構造および前記カテーテルを分離させるためのコンポーネント
であって、前記コンポーネントは、電解による前記金属構造の一部の溶解によって分離を
発生させるように構成される、これにより、前記拡張状態の中空金属構造および前記カテ
ーテルが分離される、コンポーネントと、
を含む、医療デバイス。
（態様１２３）
　前記拡張状態の金属構造の形態は円筒状であり、平坦または曲線状の対向端部を備える
、態様１２２に記載の医療デバイス。
（態様１２４）
　前記金属構造の拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様１２２に記載の医療デ
バイス。
（態様１２５）
　前記金属構造の拡張時長さは約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様１２２に記載の医療デ
バイス。
（態様１２６）
　前記金属構造の壁厚さは約３μｍ～約１８０μｍである、態様１２２に記載の医療デバ
イス。
（態様１２７）
　前記金属構造は、直径が５μｍ～約１００μｍである複数の孔を含む外側層を有する、
態様１２２に記載の医療デバイス。
（態様１２８）
　前記金属構造は、長さが０．０１μｍ～約５７μｍである複数の突起を備えた外側層を
有する、態様１２２に記載の医療デバイス。
（態様１２９）
　前記金属構造の壁は、前記内面上に配置された内側層を含み、前記内側層は、ポリマー
、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラストマー、繊維材料、パリレン（登録商標）お
よびこれらの組み合わせからなる群から選択された材料を含む、態様１２２に記載の医療
デバイス。
（態様１３０）
　前記金属構造の首部の一部が溶解される、態様１２２に記載の医療デバイス。
（態様１３１）
　前記医療デバイスは、電流を伝送するための絶縁された導電体ワイヤを含み、前記絶縁
された導電体ワイヤは、少なくとも前記カテーテルの近位端から少なくとも前記カテーテ
ルの遠位端へと、前記カテーテルの長手方向軸に沿って延びる、態様１２２および１３０
に記載の医療デバイス。
（態様１３２）
　前記絶縁された導電体ワイヤは電解ワイヤである、態様１３１に記載の医療デバイス。
（態様１３３）
　前記絶縁された導電体ワイヤの一部は、前記カテーテルの壁内、前記カテーテルの外面
上または前記カテーテルのルーメン内に配置される、態様１３１に記載の医療デバイス。
（態様１３４）
　医療デバイスであって、
　圧縮状態の中空金属構造であって、前記中空金属構造は、拡張状態になると、単一のロ
ーブを含み、前記金属構造は壁を有し、前記壁は、空洞を規定する内面と、外面とを有し
、前記壁内に規定された開口部により、前記圧縮状態の中空金属構造の空洞内への流体移
動が可能となる、中空金属構造と、
　前記金属構造と前記カテーテルとの間の溶接または半田によって前記圧縮状態の中空金



(13) JP 2014-506809 A5 2015.3.5

属構造へと取り付けられたカテーテルであって、前記カテーテルは、ルーメンを規定する
円筒状部材を有し、前記円筒状部材は近位および遠位端を有し、前記カテーテルは、前記
近位端にある流体源からの流体を前記遠位端にある前記圧縮状態の中空金属構造の空洞内
へと送達するような寸法にされ、前記カテーテルからの流体が前記空洞内へと移動すると
、前記中空金属構造が拡張する、カテーテルと、
　前記拡張状態の中空金属構造および前記カテーテルを分離させるためのコンポーネント
であって、前記コンポーネントは、前記金属構造と前記カテーテルとの間の溶接または半
田を電解により溶解させることにより分離させるように構成され、その結果、前記拡張状
態の中空金属構造および前記カテーテルが分離される、コンポーネントと、
を含む、医療デバイス。
（態様１３５）
　前記拡張状態の金属構造の形態は円筒状であり、平坦または曲線状の対向端部を備える
、態様１３４に記載の医療デバイス。
（態様１３６）
　前記金属構造の拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様１３４に記載の医療デ
バイス。
（態様１３７）
　前記金属構造の拡張時長さは、約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様１３４に記載の医療
デバイス。
（態様１３８）
　前記金属構造の壁厚さは、約３μｍ～約１８０μｍである、態様１３４に記載の医療デ
バイス。
（態様１３９）
　前記金属構造は、直径が５μｍ～約１００μｍである複数の孔を備える外側層を有する
、態様１３４に記載の医療デバイス。
（態様１４０）
　前記金属構造は、長さが０．０１μｍ～約１７７μｍである複数の突起を備える外側層
を有する、態様１３４に記載の医療デバイス。
（態様１４１）
　前記金属構造の壁は、前記内面上に配置された内側層を含み、前記内側層は、ポリマー
、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラストマー、繊維材料、パリレン（登録商標）お
よびこれらの組み合わせからなる群から選択された材料を含む、態様１３４に記載の医療
デバイス。
（態様１４２）
　前記医療デバイスは、電流を伝送するための絶縁された導電体ワイヤを含み、前記絶縁
された導電体ワイヤは、少なくとも前記カテーテルの近位端から少なくとも前記カテーテ
ルの遠位端へと、前記カテーテルの長手方向軸に沿って延びる、態様１３４に記載の医療
デバイス。
（態様１４３）
　前記絶縁された導電体ワイヤは電解ワイヤである、態様１４２に記載の医療デバイス。
（態様１４４）
　前記絶縁された導電体ワイヤの一部は、前記カテーテルの壁内、前記カテーテルの外面
上または前記カテーテルのルーメン内に配置される、態様１４２に記載の医療デバイス。
（態様１４５）
　医療デバイスであって、
　取り付けられた圧縮状態の中空金属構造であって、前記中空金属構造は、拡張状態にな
ると、単一のローブを含み、前記金属構造は壁を有し、前記壁は、空洞を規定する内面と
、外面とを含み、前記壁内に規定された開口部により、前記圧縮状態の中空金属構造の空
洞内への流体移動が可能となる、中空金属構造と、
　接着ボンドにより前記圧縮状態の中空金属構造へ取り付けられたカテーテルであって、
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前記カテーテルは、ルーメンを規定する円筒状部材を有し、前記円筒状部材は近位および
遠位端を有し、前記カテーテルは、前記近位端にある流体源からの流体を前記遠位端にあ
る前記圧縮状態の中空金属構造の空洞内へと送達するような寸法にされ、前記カテーテル
からの流体が前記空洞内へと移動すると、前記中空金属構造が拡張する、カテーテルと、
　前記拡張状態の中空金属構造および前記カテーテルを分離させるためのコンポーネント
であって、前記コンポーネントは、前記金属構造と前記カテーテルとの間の接着ボンドを
加熱および溶融させることにより分離を発生させるように構成される、コンポーネントと
、
を含む、医療デバイス。
（態様１４６）
　前記拡張状態の金属構造の形態は円筒状であり、平坦または曲線状の対向端部を備える
、態様１４５に記載の医療デバイス。
（態様１４７）
　前記金属構造の拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様１４５に記載の医療デ
バイス。
（態様１４８）
　前記金属構造の拡張時長さは約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様１４５に記載の医療デ
バイス。
（態様１４９）
　前記金属構造の壁厚さは約３μｍ～約１８０μｍである、態様１４５に記載の医療デバ
イス。
（態様１５０）
　前記金属構造は、直径が０．０１μｍ～約１００μｍである複数の孔を備える外側層を
有する、態様１４５に記載の医療デバイス。
（態様１５１）
　前記金属構造は、長さが０．０１μｍ～約１７７μｍである複数の突起を備えた外側層
を有する、態様１４５に記載の医療デバイス。
（態様１５２）
　前記金属構造の壁は、前記内面上に配置された内側層を含み、前記内側層は、ポリマー
、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラストマー、繊維材料、パリレン（登録商標）お
よびこれらの組み合わせからなる群から選択された材料を含む、態様１４５に記載の医療
デバイス。
（態様１５３）
　電流を受容可能な抵抗発熱体をさらに含む、態様１４５に記載の医療デバイス。
（態様１５４）
　電流を伝送するための絶縁された導電体ワイヤをさらに含み、前記絶縁された導電体ワ
イヤは、少なくとも前記カテーテルの近位端から少なくとも前記カテーテルの遠位端へと
、前記カテーテルの長手方向軸に沿って延びる、態様１５３に記載の医療デバイス。
（態様１５５）
　医療デバイスであって、
　カテーテルと、
　内面および外面を含む壁を有する前記カテーテルに取り付けられたブロックステントで
あって、前記内面は空洞を規定し、前記壁厚さは３μｍ～約１８０μｍである、ブロック
ステントと、
を含む、医療デバイス。
（態様１５６）
　前記拡張状態のブロックステントの形態は円筒状であり、平坦または曲線状の対向端部
を備える、態様１５５に記載の医療デバイス。
（態様１５７）
　前記ブロックステントの拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様１５５に記載
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の医療デバイス。
（態様１５８）
　前記ブロックステントの拡張時長さは約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様１５５に記載
の医療デバイス。
（態様１５９）
　前記ブロックステントは、前記壁の外面上に配置された多孔性外側層を含む、態様１５
５に記載の医療デバイス。
（態様１６０）
　前記多孔性層は、直径が約０．０１μｍ～約１００μｍである複数の孔を含む、態様１
５９に記載の医療デバイス。
（態様１６１）
　前記ブロックステントの外面は、複数の突起を含む、態様１５５に記載の医療デバイス
。
（態様１６２）
　前記突起の長さは、０．０１μｍ～約５７μｍである、態様１６１に記載の医療デバイ
ス。
（態様１６３）
　前記金属構造の壁は、前記内面上に配置された内側層を含み、前記内側層は、ポリマー
、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラストマー、繊維材料、パリレン（登録商標）お
よびこれらの組み合わせからなる群から選択された材料を含む、態様１５５に記載の医療
デバイス。
（態様１６４）
　医療デバイスであって、
　壁を有するブロックステントであって、前記壁は内面および外面を含み、前記内面は空
洞を規定し、前記壁厚さは３μｍ～約１８０μｍである、ブロックステントと、
　流体を伝送させることが可能なルーメンを含むカテーテルであって、前記カテーテルは
、前記ブロックステントに取り付けられた遠位端と、近位端とを有し、前記近位端は、流
体源へ接続可能であり、流体が前記カテーテルのルーメンを通じて前記ブロックステント
の空洞内へと流入することが可能なように構成される、カテーテルと、
を含む、医療デバイス。
（態様１６５）
　前記拡張状態のブロックステントの形態は円筒状であり、平坦または曲線状の対向端部
を備える、態様１６４に記載の医療デバイス。
（態様１６６）
　前記ブロックステントの拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様１６４に記載
の医療デバイス。
（態様１６７）
　前記ブロックステントの拡張時長さは約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様１６４に記載
の医療デバイス。
（態様１６８）
　前記ブロックステントは、前記壁の外面上に配置された多孔性外側層を有する、態様１
６４に記載の医療デバイス。
（態様１６９）
　前記多孔性外側層は、直径が約０．０１μｍ～約１００μｍである複数の孔を有する、
態様１６８に記載の医療デバイス。
（態様１７０）
　前記ブロックステントの外面は、複数の突起を含む。態様１６４に記載の医療デバイス
。
（態様１７１）
　前記突起の長さは０．０１μｍ～約１７７μｍである、態様１７０に記載の医療デバイ
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ス。
（態様１７２）
　前記ブロックステントの壁は、前記内面上に配置された内側層を含み、前記内側層を形
成するために用いられる材料は、ポリマー、プラスチック、ゴム、ラテックス、エラスト
マー、パリレン（登録商標）およびこれらの組み合わせからなる群から選択される、態様
１６４に記載の医療デバイス。
（態様１７３）
　医療デバイスであって、
　壁を有するブロックステントであって、前記壁は、内面と、外面と、開口部を規定する
首部とを有し、前記内面は空洞を規定し、壁厚さは３μｍ～約１８０μｍであり、前記開
口部により、前記ブロックステントの空洞中への流体流入が可能となる、ブロックステン
トと、
　流体を伝送させることが可能なルーメンを含むカテーテルであって、前記カテーテルは
、前記ブロックステントへ摩擦嵌めされた遠位端と、流体源へ接続可能な近位端とを有し
、前記カテーテルのルーメンを通じて流体を前記ブロックステントの空洞中へと移動させ
ることが可能なように構成される、カテーテルと、
を含む、医療デバイス。
（態様１７４）
　前記拡張状態のブロックステントの形態は円筒状であり、平坦または曲線状の対向端部
を備える、態様１７３に記載の医療デバイス。
（態様１７５）
　前記ブロックステントの拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様１７３に記載
の医療デバイス。
（態様１７６）
　前記ブロックステントの拡張時直径は約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様１７３に記載
の医療デバイス。
（態様１７７）
　前記ブロックステントは、前記壁の外面上に配置された多孔性外側層を有する、態様１
７３に記載の医療デバイス。
（態様１７８）
　前記多孔性外側層は、直径が約０．０１μｍ～約１００μｍである複数の孔を有する、
態様１７７に記載の医療デバイス。
（態様１７９）
　前記ブロックステントの外面は、複数の突起を含む、態様１７３の医療デバイス。
（態様１８０）
　前記突起の長さは０．０１μｍ～約１７７μｍである、態様１７９に記載の医療デバイ
ス。
（態様１８１）
　前記ブロックステントの壁は、前記内面上に配置された内側層を含み、前記内側層を形
成するために用いられる材料は、ポリマー、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラスト
マー、繊維材料、パリレン（登録商標）およびこれらの組み合わせからなる群から選択さ
れる、態様１７３に記載の医療デバイス。
（態様１８２）
　弾性スリーブまたはラップは、前記カテーテルと前記ブロックステントとの間の前記摩
擦嵌めの一部を形成する、態様１７３に記載の医療デバイス。
（態様１８３）
　医療デバイスであって、
　壁を有するブロックステントであって、前記壁は、内面および外面を含み、前記内面に
よって空洞が規定され、壁厚さは３μｍ～約１８０μｍであり、前記壁によって規定され
た開口部により、前記ブロックステントの空洞中への流体流入が可能となる、ブロックス
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テントと、
　流体を伝送させることが可能なルーメンを含むカテーテルであって、前記ルーメンは前
記ブロックステントへと取り付けられ、前記カテーテルの遠位端は、溶接または半田によ
って前記ブロックステントへと取り付けられ、前記カテーテルの近位端は、流体源へと接
続可能であり、前記カテーテルは、前記カテーテルのルーメンを通じて流体を前記ブロッ
クステントの空洞内へと移動させることが可能なように構成される、カテーテルと、
　電流を伝送するための絶縁された導電性ワイヤであって、前記絶縁された導電性ワイヤ
は、少なくとも前記カテーテルの近位端から少なくとも前記カテーテルの遠位端へと、前
記カテーテルの長手方向軸に沿って延び、前記ブロックステントと前記カテーテルとの間
の溶接または半田へと電気的に連結される、絶縁された導電性ワイヤと、
を含む、医療デバイス。
（態様１８４）
　前記拡張状態のブロックステントの形態は円筒状であり、平坦または曲線状の対向端部
を備える、態様１８３に記載の医療デバイス。
（態様１８５）
　前記ブロックステントの拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様１８３に記載
の医療デバイス。
（態様１８６）
　前記ブロックステントの拡張時長さは約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様１８３に記載
の医療デバイス。
（態様１８７）
　前記ブロックステントは、前記壁の外面上に配置された多孔性外側層を有する、態様１
８３に記載の医療デバイス。
（態様１８８）
　前記多孔性外側層は、直径が約０．０１μｍ～約１００μｍである複数の孔を有する、
態様１８７に記載の医療デバイス。
（態様１８９）
　前記ブロックステントの外面は、複数の突起を含む、態様１８３に記載の医療デバイス
。
（態様１９０）
　前記突起の長さは０．０１μｍ～約１７７μｍである、態様１８９に記載の医療デバイ
ス。
（態様１９１）
　前記ブロックステントの壁は、前記内面上に配置された内側層を含み、前記内側層を形
成するために用いられる材料は、ポリマー、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラスト
マー、繊維材料、パリレン（登録商標）およびこれらの組み合わせからなる群から選択さ
れる、態様１８３に記載の医療デバイス。
（態様１９２）
　前記絶縁された導電性ワイヤは電解ワイヤである、態様１８３に記載の医療デバイス。
（態様１９３）
　前記医療デバイスの構成は、前記ブロックステントがヒト患者内において拡張状態とな
ったとき、前記電解ワイヤ中の電気通過に起因して前記溶接または半田のうち少なくとも
一部を溶解させることができ、その結果前記拡張状態のブロックステントと前記カテーテ
ルとが分離するような構成である、態様１８３に記載の医療デバイス。
（態様１９４）
　医療デバイスであって、
　壁を有するブロックステントであって、前記壁は、内面および外面を含み、前記内面は
空洞を規定し、壁厚さは３μｍ～約１８０μｍであり、前記壁によって規定された開口部
により、前記ブロックステントの空洞中への流体流入が可能となる、ブロックステントと
、
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　流体を伝送させることが可能なルーメンを含むカテーテルであって、前記カテーテルの
遠位端は、接着剤、溶接または半田によって前記ブロックステントへと接続され、前記カ
テーテルの近位端は流体源に接続可能であり、前記カテーテルは、前記カテーテルのルー
メンを通じて流体が前記ブロックステントの空洞内へと移動することが可能なように構成
される、カテーテルと、
　電流を伝送するための絶縁された導電性ワイヤであって、前記絶縁された導電性ワイヤ
は、少なくとも前記カテーテルの近位端から少なくとも前記カテーテルの遠位端へと、前
記カテーテルの長手方向軸に沿って延び、前記ブロックステントへと電気的に連結される
、絶縁された導電性ワイヤと、
を含む、医療デバイス。
（態様１９５）
　前記拡張状態のブロックステントの形態は円筒状であり、平坦または曲線状の対向端部
を備える、態様１９４に記載の医療デバイス。
（態様１９６）
　前記ブロックステントの拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様１９４に記載
の医療デバイス。
（態様１９７）
　前記ブロックステントは、前記壁の外面上に配置された多孔性外側層を有する、態様１
９４に記載の医療デバイス。
（態様１９８）
　前記多孔性外側層は、直径が約０．０１μｍ～約１００μｍである複数の孔を有する、
態様１９７に記載の医療デバイス。
（態様１９９）
　前記ブロックステントの外面は、複数の突起を含む、態様１９４に記載の医療デバイス
。
（態様２００）
　前記突起の長さは０．０１μｍ～約１７７μｍである、態様１９９に記載の医療デバイ
ス。
（態様２０１）
　前記ブロックステントの壁は、前記内面上に配置された内側層を含み、前記内側層を形
成するために用いられる材料は、ポリマー、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラスト
マー、繊維材料、パリレン（登録商標）およびこれらの組み合わせからなる群から選択さ
れる、態様１９４に記載の医療デバイス。
（態様２０２）
　前記絶縁された導電性ワイヤは電解ワイヤである、態様１９４に記載の医療デバイス。
（態様２０３）
　前記医療デバイスの構成は、前記ブロックステントがヒト患者内において拡張状態とな
ったとき、前記電解ワイヤを通過する電気に起因して前記拡張状態のブロックステントの
一部を溶解させることができ、その結果、前記拡張状態のブロックステントおよび前記カ
テーテルを分離させるような構成である、態様１９４に記載の医療デバイス。
（態様２０４）
　医療デバイスであって、
　壁を有するブロックステントであって、前記壁は、内面および外面を備え、前記内面は
空洞を規定し、壁厚さは３μｍ～約１８０μｍであり、前記壁によって規定された開口部
により、前記ブロックステントの空洞中への流体流入が可能となる、ブロックステントと
、
　流体を伝送させることが可能なルーメンを含むカテーテルであって、前記ルーメンは前
記ブロックステントへと取り付けられ、前記カテーテルの遠位端は、接着剤またはのりに
よって前記ブロックステントへと取り付けられ、前記カテーテルの近位端は流体源へと接
続可能であり、前記カテーテルは、前記カテーテルのルーメンを通じて流体が前記ブロッ
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クステントの空洞内へと移動可能なように構成される、カテーテルと、
　前記ブロックステントの一部を切断または破断することにより前記拡張状態のブロック
ステントを前記カテーテルから分離させるように構成されたコンポーネントと、
を含む、医療デバイス。
（態様２０５）
　前記拡張状態のブロックステントの形態は円筒状であり、平坦または曲線状の対向端部
を備える、態様２０４に記載の医療デバイス。
（態様２０６）
　前記ブロックステントの拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様２０４に記載
の医療デバイス。
（態様２０７）
　前記ブロックステントの拡張時長さは約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様２０４に記載
の医療デバイス。
（態様２０８）
　前記ブロックステントは、前記壁の外面上に配置された多孔性外側層を有する、態様２
０４に記載の医療デバイス。
（態様２０９）
　前記多孔性外側層は、直径が約０．０１μｍ～約１００μｍである複数の孔を有する、
態様２０８に記載の医療デバイス。
（態様２１０）
　前記ブロックステントの外面は、複数の突起を含み、前記複数の突起は直線状または分
岐状である、態様２０４に記載の医療デバイス。
（態様２１１）
　前記突起の長さは０．０１μｍ～約１７７μｍである、態様２１０に記載の医療デバイ
ス。
（態様２１２）
　前記ブロックステントの壁は、前記内面上に配置された内側層を含み、前記内側層を形
成するために用いられる材料は、ポリマー、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラスト
マー、繊維材料、パリレン（登録商標）およびこれらの組み合わせからなる群から選択さ
れる、態様２０４に記載の医療デバイス。
（態様２１３）
　前記コンポーネントは、前記ブロックステントのうち一部を切断または破断することが
でき、材料の可撓性ループを含む、態様２０４に記載の医療デバイス。
（態様２１４）
　前記材料のループは、ワイヤ、ポリマーストランド、フィラメント、ストリング、スレ
ッドまたはスネアからなる群から選択される、態様２１３に記載の医療デバイス。
（態様２１５）
　前記コンポーネントは、前記ブロックステントのうち一部を切断または破断することが
でき、１つ以上の刃部を含む、態様２０４に記載の医療デバイス。
（態様２１６）
　血管の内腔の一部を拡張状態のブロックステントで閉塞させる方法であって、前記ブロ
ックステントは、内面を有する壁を備え、前記内面は空洞を規定し、
　取り付けられたカテーテルを用いて、圧縮状態のブロックステントを血管の内腔内に位
置決めすることと、
　前記ブロックステントが拡張状態になるまで、流体源からの流体を前記カテーテルのル
ーメンを通じて前記圧縮状態のブロックステントの空洞内へ移動させることと、
　前記拡張状態のブロックステントを前記カテーテルから分離させることと、
　前記カテーテルを前記患者から除去する際、前記拡張状態のブロックステントを前記血
管の内腔内に留置することと、
を含む、方法。
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（態様２１７）
　前記圧縮状態のブロックステントをガイドカテーテルのルーメンを通じて送ることを含
む、態様２１６に記載の方法。
（態様２１８）
　前記取り付けられたカテーテルは、誘導部材またはガイドワイヤの通過が可能なような
寸法にされたルーメンを規定する円筒状部材を含まない、態様２１６に記載の方法。
（態様２１９）
　誘導部材またはガイドワイヤを用いて前記圧縮状態のブロックステントを前記血管の内
腔内に位置決めすることを含み、前記取り付けられたカテーテルは、前記誘導部材または
ガイドワイヤの通過が可能なような寸法にされたルーメンを規定する円筒状部材を含む、
態様２１６に記載の方法。
（態様２２０）
　前記拡張状態のブロックステントの外面のうち少なくとも５０％、７５％または９０％
が前記血管の内膜表面と接触するように、前記圧縮状態のブロックステントを拡張させる
ことを含む、態様２１６に記載の方法。
（態様２２１）
　前記血管の内腔のうち少なくとも５０％、７５％または９０％が前記拡張状態のブロッ
クステントで充填されるように、前記圧縮状態のブロックステントを拡張させることを含
む、態様２１６に記載の方法。
（態様２２２）
　前記拡張状態のブロックステントの形態は円筒状であり、平坦または曲線状の対向端部
を備える、態様２１６に記載の方法。
（態様２２３）
　前記ブロックステントの拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様２１６に記載
の方法。
（態様２２４）
　前記ブロックステントの拡張時長さは約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様２１６に記載
の方法。
（態様２２５）
　前記ブロックステントは、前記壁の外面上に配置された多孔性外側層を有する、態様２
１６に記載の方法。
（態様２２６）
　前記層は、直径が約０．０１μｍ～約１００μｍである複数の孔を含む、態様２２５に
記載の方法。
（態様２２７）
　前記ブロックステントの外面は複数の突起を含み、前記複数の突起は直線状または分岐
状である、態様２１６に記載の方法。
（態様２２８）
　前記突起の長さは０．０１μｍ～約１７７μｍである、態様２２７に記載の方法。
（態様２２９）
　前記ブロックステントの壁は、前記内面上に配置された内側層を含み、前記内側層を形
成するために用いられる材料は、ポリマー、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラスト
マー、繊維材料、パリレン（登録商標）およびこれらの組み合わせからなる群から選択さ
れる、態様２１６に記載の方法。
（態様２３０）
　前記カテーテルおよび前記拡張状態のブロックステントを引き離して前記カテーテルと
前記拡張状態のブロックステントとの間の摩擦嵌めを終了させることにより、前記カテー
テルを前記拡張状態のブロックステントから分離させる、態様２１６に記載の方法。
（態様２３１）
　前記カテーテルおよび前記拡張状態のブロックステントを引き離して前記カテーテルと
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前記拡張状態のブロックステントとの間の摩擦嵌めを終了させることにより、前記カテー
テルを前記拡張状態のブロックステントから分離させ、前記摩擦嵌めは、前記ブロックス
テントを前記カテーテルへと保持する弾性スリーブまたはラップによって形成された摩擦
嵌めを含む、態様２１６に記載の方法。
（態様２３２）
　前記カテーテルと前記拡張状態のブロックステントとの間の溶接または半田を電解を用
いて溶解させることにより、前記カテーテルを前記拡張状態のブロックステントから分離
させる、態様２１６に記載の方法。
（態様２３３）
　前記カテーテルおよび前記ブロックステントを分離させるのに充分な量および時間にわ
たって前記溶接または半田に電流を付加することを含む、態様２３２に記載の方法。
（態様２３４）
　電流を伝送するための絶縁された導電体ワイヤを通じて電流を前記半田または溶接へ伝
送することを含み、前記絶縁された導電体ワイヤは、少なくとも前記カテーテルの近位端
から少なくとも前記カテーテルの遠位端へと、前記カテーテルの長手方向軸に沿って延び
る、態様２３２に記載の方法。
（態様２３５）
　前記絶縁された導電体ワイヤは電解ワイヤである、態様２３４に記載の方法。
（態様２３６）
　前記拡張状態のブロックステントのうち一部を電解を用いて溶解させることにより、前
記カテーテルを前記拡張状態のブロックステントから分離させる、態様２１６に記載の方
法。
（態様２３７）
　前記拡張状態のブロックステントの首部のうち一部を溶解させる、態様２３６に記載の
方法。
（態様２３８）
　前記カテーテルおよび前記拡張状態のブロックステントを分離させるのに充分な量およ
び時間にわたって前記拡張状態のブロックステントへ電流を付加することを含む、態様２
３６および２３７に記載の方法。
（態様２３９）
　電流を伝送するための絶縁された導電体ワイヤを通じて前記半田または溶接へ電流を伝
送することを含み、前記絶縁された導電体ワイヤは、少なくとも前記カテーテルの近位端
から少なくとも前記カテーテルの遠位端へと、前記カテーテルの長手方向軸に沿って延び
る、態様２３８に記載の方法。
（態様２４０）
　前記絶縁された導電体ワイヤは電解ワイヤである、態様２３９に記載の方法。
（態様２４１）
　前記拡張状態のブロックステントのうち一部を切断または破断することにより、前記カ
テーテルを前記拡張状態のブロックステントから分離させる、態様２１６に記載の方法。
（態様２４２）
　前記拡張状態のブロックステントの首部の一部を切断または破断させる、態様２４１に
記載の方法。
（態様２４３）
　前記拡張状態のブロックステントを材料のループで切断することを含む、態様２４２に
記載の方法。
（態様２４４）
　前記材料のループは、ワイヤ、ポリマーストランド、フィラメント、ストリング、スレ
ッドまたはスネアからなる群から選択される、態様２４３に記載の方法。
（態様２４５）
　前記拡張状態のブロックステントを１つ以上の刃部で切断することを含む、態様２４２
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に記載の方法。
（態様２４６）
　前記カテーテルと前記拡張状態のブロックステントとの間の接着ボンドを加熱および溶
融させることにより、前記カテーテルを前記拡張状態のブロックステントから分離させる
、態様２１６に記載の方法。
（態様２４７）
　前記接着ボンドに隣接する抵抗発熱体内に電流を通過させることにより、前記接着ボン
ドを加熱することを含む、態様２４６に記載の方法。
（態様２４８）
　機械的係合部分を分離させることにより、前記カテーテルを前記拡張状態のブロックス
テントから分離させる、態様２１６に記載の方法。
（態様２４９）
　前記カテーテルから分離された後に前記拡張状態のブロックステントの形状を変化させ
ることを含み、前記変化させることは、前記拡張状態のブロックステントの壁のうち少な
くとも一部を継続的に変形させる外力を付加することにより、行われる、態様２１６に記
載の方法。
（態様２５０）
　前記外力は、バルーンカテーテルによって付加される、態様２４９に記載の方法。
（態様２５１）
　血管の内腔の一部を拡張状態のブロックステントで閉塞させる方法であって、前記ブロ
ックステントは壁を有し、前記壁は、多孔性外側層および内面を含み、前記内面は空洞を
規定し、
　前記ブロックステントのうち少なくとも一部を溶液中に配置するステップであって、前
記溶液は、薬剤、薬理活性分子、薬学的組成およびこれらの組み合わせからなる群から選
択され、前記溶液は、前記ブロックステントの多孔性外側層中へと移動する、ステップと
、
　取り付けられたカテーテルを用いて、前記圧縮状態のブロックステントを血管の内腔内
に位置決めするステップと、
　前記ブロックステントが拡張状態になるまで、流体源からの流体を前記カテーテルのル
ーメンを通じて前記圧縮状態のブロックステントの空洞内にへと移動させるステップと、
　前記拡張状態のブロックステントを前記カテーテルから分離させるステップと、
　前記カテーテルを前記患者から除去する際、前記拡張状態のブロックステントを前記血
管の内腔内に留置するステップと、
を含む、方法。
（態様２５２）
　前記圧縮状態のブロックステントをガイドカテーテルのルーメンを通じて送ることを含
む、態様２５１に記載の方法。
（態様２５３）
　前記取り付けられたカテーテルは、誘導部材またはガイドワイヤの通過を可能にするよ
うな寸法にされたルーメンを規定する円筒状部材を含まない、態様２５１に記載の方法。
（態様２５４）
　誘導部材またはガイドワイヤを用いて前記圧縮状態のブロックステントを前記血管の内
腔内に位置決めすることを含み、前記取り付けられたカテーテルは、誘導部材またはガイ
ドワイヤの通過を可能にするような寸法にされたルーメンを規定する円筒状部材を含む、
態様２５１に記載の方法。
（態様２５５）
　前記取り付けられたカテーテルは、前記誘導部材またはガイドワイヤの通過を可能にす
るような寸法にされたルーメンを規定する円筒状部材を含む、態様２５１に記載の方法。
（態様２５６）
　前記拡張状態のブロックステントの外面のうち少なくとも５０％、７５％または９０％
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が前記血管の内膜表面と接触するように、前記圧縮状態のブロックステントを拡張させる
ことを含む、態様２５１に記載の方法。
（態様２５７）
　前記治療対象である血管セグメントの内腔のうち少なくとも５０％、７５％または９０
％が前記拡張状態のブロックステントによって充填されるように、前記圧縮状態のブロッ
クステントを拡張させることを含む、態様２５１に記載の方法。
（態様２５８）
　前記拡張状態のブロックステントの形態は円筒状であり、平坦または曲線状の対向端部
を備える、態様２５１に記載の方法。
（態様２５９）
　前記ブロックステントの拡張時直径は約２ｍｍ～約３０ｍｍである、態様２５１に記載
の方法。
（態様２６０）
　前記ブロックステントの拡張時長さは約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様２５１に記載
の方法。
（態様２６１）
　前記多孔性外側層は、直径が約０．０１μｍ～約１００μｍである複数の孔を有する、
態様２５１に記載の方法。
（態様２６２）
　前記ブロックステントの外面は、複数の突起を含む、態様２５１に記載の方法。
（態様２６３）
　前記突起の長さは０．０１μｍ～約１７７μｍである、態様２６２に記載の方法。
（態様２６４）
　前記ブロックステントの壁は、前記内面上に配置された内側層を含み、前記内側層を形
成するために用いられる材料は、ポリマー、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラスト
マー、繊維材料、パリレン（登録商標）およびこれらの組み合わせからなる群から選択さ
れる、態様２５１に記載の方法。
（態様２６５）
　前記カテーテルおよび前記拡張状態のブロックステントを引き離して前記カテーテルと
前記拡張状態のブロックステントとの間の摩擦嵌めを終了させることにより、前記カテー
テルを前記拡張状態のブロックステントから分離させる、態様２５１に記載の方法。
（態様２６６）
　前記カテーテルおよび前記拡張状態のブロックステントを引き離して前記カテーテルと
前記拡張状態のブロックステントとの間の摩擦嵌めを終了させることにより、前記カテー
テルを前記拡張状態のブロックステントから引き離し、前記摩擦嵌めは、前記ブロックス
テントを前記カテーテルへと保持する弾性スリーブまたはラップによって形成された摩擦
嵌めを含む、態様２５１に記載の方法。
（態様２６７）
　前記カテーテルと前記拡張状態のブロックステントとの間の溶接または半田を電解を用
いて溶解させることにより、前記カテーテルを前記拡張状態のブロックステントから分離
させる、態様２５１に記載の方法。
（態様２６８）
　前記カテーテルおよび前記拡張状態のブロックステントを分離させるのに充分な量およ
び時間にわたって前記溶接または半田に電流を付加することを含む、態様２６７に記載の
方法。
（態様２６９）
　絶縁された導電性ワイヤを通じて前記半田または溶接へ電流を伝送することを含み、前
記絶縁された導電性ワイヤは、前記カテーテルの長手方向軸に沿って少なくとも前記カテ
ーテルの近位端から少なくとも前記カテーテルの遠位端へと延びる、態様２６８に記載の
方法。
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（態様２７０）
　前記絶縁された導電体ワイヤは電解ワイヤである、態様２６９に記載の方法。
（態様２７１）
　前記拡張状態のブロックステントのうち一部を電解を用いて溶解させることにより、前
記カテーテルを前記拡張状態のブロックステントから分離させる、態様２５１に記載の方
法。
（態様２７２）
　前記拡張状態のブロックステントの首部の一部を溶解させる、態様２７１に記載の方法
。
（態様２７３）
　前記カテーテルおよび前記ブロックステントを分離させるのに充分な量および時間にわ
たって電流を前記拡張状態のブロックステントに付加することを含む、態様２７１および
２７２に記載の方法。
（態様２７４）
　絶縁された導電性ワイヤを通じて電流を前記拡張状態のブロックステントへと伝送する
ことを含み、前記絶縁された導電性ワイヤは、前記カテーテルの長手方向軸に沿って少な
くとも前記カテーテルの近位端から少なくとも前記カテーテルの遠位端へと延びる、態様
２７１に記載の方法。
（態様２７５）
　前記絶縁された導電体ワイヤは電解ワイヤである、態様２７４に記載の方法。
（態様２７６）
　前記拡張状態のブロックステントのうち一部を切断または破断させることにより、前記
カテーテルを前記拡張状態のブロックステントから分離させる、態様２５１に記載の方法
。
（態様２７７）
　前記拡張状態のブロックステントの首部の一部を切断または破断させる、態様２７６に
記載の方法。
（態様２７８）
　前記ブロックステントを材料のループで切断することを含む、態様２７７に記載の方法
。
（態様２７９）
　前記材料のループは、ワイヤ、ポリマーストランド、フィラメント、ストリング、スレ
ッドまたはスネアからなる群から選択される、態様２７８に記載の方法。
（態様２８０）
　前記ブロックステントを１つ以上の刃部で切断することを含む、態様２７７に記載の方
法。
（態様２８１）
　前記カテーテルと前記拡張状態のブロックステントとの間の接着ボンドを加熱および溶
融させることにより、前記カテーテルを前記拡張状態のブロックステントから分離させる
、態様２５１に記載の方法。
（態様２８２）
　前記接着ボンドに隣接する抵抗発熱体内に電流を通過させることにより、前記接着ボン
ドを加熱することを含む、態様２８１に記載の方法。
（態様２８３）
　機械的係合部分を分離させることにより、前記カテーテルを前記拡張状態のブロックス
テントから分離させる、態様２５１に記載の方法。
（態様２８４）
　前記拡張状態のブロックステントの壁のうち少なくとも一部を継続的に変形させる外力
を付加することにより、前記カテーテルから分離された後の前記拡張状態のブロックステ
ントの形状を変化させることを含む、態様２５１に記載の方法。
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（態様２８５）
　前記外力は、バルーンカテーテルによって付加される、態様２８４に記載の方法。
（態様２８６）
　血管の内腔内に配置された拡張状態のブロックステントであって、前記拡張状態のブロ
ックステントは、金属壁を含み、前記金属壁は外面および内面を含み、前記ブロックステ
ントは、円筒状であり、平坦状または曲線状の対向端部を有する、拡張状態のブロックス
テント。
（態様２８７）
　前記壁は、金、白金、銀、これらの合金およびこれらの組み合わせからなる群から選択
された材料を有する、態様２８６に記載の拡張状態のブロックステント。
（態様２８８）
　前記直径は約１ｍｍ～約３０ｍｍである、態様２８６に記載の拡張状態のブロックステ
ント。
（態様２８９）
　前記ブロックステントの拡張時長さは約５ｍｍ～約６０ｍｍである、態様２８６に記載
の拡張状態のブロックステント。
（態様２９０）
　前記壁厚さは約３μｍ～約１８０μｍである、態様２８６に記載の拡張状態のブロック
ステント。
（態様２９１）
　前記ブロックステントの外面上に配置された外側層を含む、態様２８６に記載の拡張状
態のブロックステント。
（態様２９２）
　前記外側層は、多孔性外側層を形成するための多孔性材料を含む、態様２９１に記載の
拡張状態のブロックステント。
（態様２９３）
　前記多孔性外側層の厚さは約１μｍ～約１７７μｍである、態様２９２に記載の拡張状
態のブロックステント。
（態様２９４）
　前記多孔性外側層は、直径が約０．０１μｍ～約１００μｍである複数の孔を有する、
態様２９２に記載の拡張状態のブロックステント。
（態様２９５）
　前記多孔性外側層は、金、白金、銀、これらの合金、およびこれらの組み合わせを含む
材料から形成される、態様２９２に記載の拡張状態のブロックステント。
（態様２９６）
　前記多孔性外側層は溶液を含み、前記溶液は、薬剤、薬理活性分子、薬学的組成、およ
びこれらの組み合わせからなる群から選択され、前記溶液は前記多孔性外側層中へと移動
する、態様２９２に記載の拡張状態のブロックステント。
（態様２９７）
　前記多孔性外側層は、トロンビン、血小板由来成長因子、エチオドール、ソトラデコー
ルおよびこれらの組み合わせからなる群から選択された薬剤または薬学的組成を含む、態
様２９６に記載の拡張状態のブロックステント。
（態様２９８）
　前記ブロックステント壁の内面上に配置された内側層を含む、態様２８６に記載の拡張
状態のブロックステント。
（態様２９９）
　前記内側層は、ポリマー、プラスチック、ラテックス、ゴム、エラストマー、繊維材料
およびこれらの組み合わせから選択された材料を含む、態様２９８に記載の拡張状態のブ
ロックステント。
（態様３００）
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　前記内側層はパリレン（登録商標）を含む、態様２９９に記載の拡張状態のブロックス
テント。
（態様３０１）
　前記内側層の厚さは約０．０１μｍ～約５９μｍである、態様２９８に記載の拡張状態
のブロックステント。
（態様３０２）
　前記壁は、多孔性外側層および内側層を含み、前記内側層は、ポリマー、プラスチック
、ゴム、ラテックス、エラストマーおよびこれらの組み合わせからなる群から選択された
材料を含む、態様２８６に記載の拡張状態のブロックステント。
（態様３０３）
　前記内側層はパリレン（登録商標）を含む、態様３０２に記載の拡張状態のブロックス
テント。
（態様３０４）
　前記ブロックステントの外面は、複数の突起を含む、態様２８６に記載の拡張状態のブ
ロックステント。
（態様３０５）
　前記突起の長さは０．０１μｍ～約１７７μｍである、態様３０４に記載の拡張状態の
ブロックステント。
（態様３０６）
　開口部を規定する首部を含む、態様２８６に記載の拡張状態のブロックステント。
（態様３０７）
　前記首部の壁厚さは約３μｍ～約１８０μｍである、態様３０６に記載の拡張状態のブ
ロックステント。
（態様３０８）
　前記首部の長さは０．５ｍｍ～６０ｍｍである、態様３０６に記載の拡張状態のブロッ
クステント。
（態様３０９）
　前記首部は開口部を規定し、前記開口部は約０．２５ｍｍ～約２ｍｍであり、前記開口
部により、前記ブロックステント中への流体移動が可能となる、態様３０６に記載の拡張
状態のブロックステント。
（態様３１０）
　前記首部は、密閉されるかまたは部分的に密閉される、態様３０６に記載の拡張状態の
ブロックステント。
（態様３１１）
　前記ブロックステントの内面によって規定された空間または空洞は、前記内壁と接触す
る材料によって充填されるかまたは部分的に充填される、態様２８６に記載の拡張状態の
ブロックステント。
（態様３１２）
　前記充填材料は、流体、液体、気体、固体またはこれらの組み合わせからなる群から選
択される、態様３１１に記載の拡張状態のブロックステント。
（態様３１３）
　前記ブロックステントの内壁によって規定された空間または空洞は、支持構造によって
少なくとも部分的に充填される、態様３１２に記載の拡張状態のブロックステント。
（態様３１４）
　前記支持構造は、金属コイルもしくはワイヤ、ポリマーコイルもしくはワイヤ、金属も
しくはポリマー性の伸張性構造、ビーズ、ボール、ラジアル拡張可能な材料またはミクロ
スフェアを含む、態様３１３に記載の拡張状態のブロックステント。
（態様３１５）
　外力の付加により、前記拡張状態のブロックステントの形状を変化させる、態様２８６
に記載の拡張状態のブロックステント。
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（態様３１６）
　前記外力は、バルーンカテーテルによって付加される、態様３１５に記載の拡張状態の
ブロックステント。
（態様３１７）
　前記第１の拡張状態のブロックステントに隣接して配置された第２の拡張状態のブロッ
クステントであって、前記第２のブロックステントは、血管の内腔の残り部分を占有する
、第２の拡張状態のブロックステント、
をさらに含む、態様２８６に記載の拡張状態のブロックステント。
（態様３１８）
　前記第１のブロックステントおよび第２の拡張状態のブロックステントに隣接して配置
された第３の拡張状態のブロックステントであって、前記第３のブロックステントは、血
管の内腔の残り部分を占有する、第３の拡張状態のブロックステント、
をさらに含む、態様３１７に記載の拡張状態のブロックステント。
（態様３１９）
　医療キットであって、
　医療デバイスであって、前記医療デバイスは、カテーテルに取り付けられた圧縮状態の
ブロックステントと、使用についての指示事項とを含む、医療デバイス、
を含む、医療キット。
（態様３２０）
　前記医療デバイスは、前記拡張状態のブロックステントを前記カテーテルから分離させ
るためのコンポーネントを含む、態様３１９に記載の医療キット。
（態様３２１）
　前記医療デバイスと、前記使用についての指示事項とを封入した無菌パッケージを含む
、態様３１９に記載の医療キット。
（態様３２２）
　前記指示事項は、
　前記カテーテルを用いて前記圧縮状態のブロックステントを血管の内腔内に位置決めす
ることと、
　流体、固体またはこれらの組み合わせによって前記圧縮状態のブロックステントを拡張
させることと、
　前記拡張状態のブロックステントを前記カテーテルから分離させることと、
　前記拡張状態のブロックステントを血管の内腔内に留置することと、
　前記カテーテルを除去することと、
　についての指示を含む、
態様３１９に記載の医療キット。
（態様３２３）
　前記カテーテルおよび前記拡張状態のブロックステントを分離させるためのコンポーネ
ントは、絶縁された導電体ワイヤを含み、前記絶縁された導電体ワイヤは、前記カテーテ
ルを前記拡張状態のブロックステントへと接着させる溶接または半田へ電流を伝送させる
、態様３１９に記載の医療キット。
（態様３２４）
　前記カテーテルおよび前記拡張状態のブロックステントを分離させるためのコンポーネ
ントは、前記拡張状態のブロックステントへ電流を伝送させるための絶縁された導電性ワ
イヤを含む、態様３１９に記載の医療キット。
（態様３２５）
　前記絶縁された導電性ワイヤは、前記カテーテルの長手方向軸に沿って少なくとも前記
カテーテルの近位端から少なくとも前記カテーテルの遠位端へと延びる、態様３２３また
は３２４に記載の医療キット。
（態様３２６）
　前記カテーテルおよび前記拡張状態のブロックステントを分離させるためのコンポーネ
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ントは、前記ブロックステントを切断または破断するように構成されたコンポーネントを
含む、態様３１９に記載の医療キット。
（態様３２７）
　前記コンポーネントは材料のループを含む、態様３２６に記載の医療キット。
（態様３２８）
　前記材料のループは、ワイヤ、ポリマーストランド、フィラメント、スレッドまたはス
ネアからなる群から選択される、態様３２７に記載の医療キット。
（態様３２９）
　前記拡張状態のブロックステントおよび前記カテーテルを分離させるためのデバイスは
、前記ブロックステントを切断するように構成された１つ以上の刃部を含む、態様３２８
に記載の医療キット。
（態様３３０）
　前記カテーテルおよび前記拡張状態のブロックステントを分離させるためのデバイスは
、抵抗発熱体を含み、前記抵抗発熱体は、電流を受容して、前記ブロックステントと前記
カテーテルとの間の接着ボンドを加熱および溶融させる、態様３１９に記載の医療キット
。
（態様３３１）
　前記カテーテルおよび前記拡張状態のブロックステントを分離させるための前記デバイ
スは、前記カテーテルおよび前記ブロックステントを取り付ける噛み合い部分を機械的に
分離させるデバイスを含む、態様３１９に記載の医療キット。
（態様３３２）
　医療キットであって、
　圧縮状態のブロックステントと、カテーテルと、弾性スリーブまたはラップとを含む医
療デバイスであって、前記弾性スリーブまたはラップは、前記ブロックステントおよび前
記カテーテルを摩擦嵌めによって保持する、医療デバイスと、
　使用についての指示事項と、
を含む、医療キット。
（態様３３３）
　前記カテーテルおよび前記拡張状態のブロックステントは引き離すことが可能である、
態様３３２に記載のキット。
（態様３３４）
　ブロックステントを形成する方法であって、
　基板を提供することと、
　前記基板へ１つ以上の金属層を付加することと、
　前記基板を除去することと、
を含む、方法。
（態様３３５）
　前記基板はマンドレルまたはモールドである、態様３３４に記載の方法。
（態様３３６）
　前記基板への層付加は、電鋳法、電気めっき、スパッタリングまたは蒸着によって行わ
れる、態様３３４に記載の方法。
（態様３３７）
　前記ブロックステントへ１つ以上の多孔性外側層が付加される、態様３３４に記載の方
法。
（態様３３８）
　前記多孔性外側層の付加は、電鋳法、電気めっき、スパッタリングまたは蒸着によって
行われる、態様３３７に記載の方法。
（態様３３９）
　前記ブロックステントへ１つ以上の内側層が付加される、態様３３４に記載の方法。
（態様３４０）
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　前記内側層の付加は、電鋳法、電気めっき、スパッタリングまたは蒸着によって行われ
る、態様３３９に記載の方法。
（態様３４１）
　前記ブロックステントの壁または前記ブロックステントの壁の一部を２次元形態で形成
した後、３次元ブロックステント形態を形成すること、
を含む、態様３３４に記載の方法。
（態様３４２）
　ブロックステントの形成方法であって、
　前記ブロックステントの壁または前記ブロックステントの壁の一部を２次元形態で形成
した後、３次元ブロックステント形態を形成すること、
　を含む、方法。
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